チャランケ通信　第57号　2014年3月31日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹
　早いもので、いよいよ今日で平成25年度が終わり、明日からは26年度に移る。学校を卒業し、就職や進学をした若者にとって希望に溢れた新しい年度であってほしいと思う。
日中関係も険悪化、習主席のベルリン発言「主権・領土問題での強硬姿勢」に最大限の注目を
　初めは、まことに厳しいことから指摘したい。それは、日中関係である。日韓関係については、先週オバマ大統領の仲介によって初めての日韓首脳会談が開催され、ややぎこちない中での会談が執り行われてものの、首脳同士の率直な対話がなされたとは思えないものの、今後の日韓関係の好転に結び付くよう期待したいものだ。
日中関係で注目したのは、30日付の日経新聞の総合政治欄の囲み記事で、中沢克二記者の署名入りである。それによると、28日習近平主席がドイツのベルリンで講演した後の質疑応答で、周辺国家との摩擦が続く南シナ海問題に触れて「自分からことを仕掛けないが、それを恐れない。主権・領土の重大な原則上の問題では断固、正当な権利を守る」と外国の聴衆の前では初めて発言したとされている。
もっとも、「隣国は選べず、代々つき合って協議と対話で意見の相違をコントロールし、争いを解決する」とも語っておられたようだ。さらに歴史認識に関して、ドイツのブラント元首相の発言に触れられ、他方で旧日本軍の南京占領時の犠牲者数にも言及しながら、戦後近隣諸国との和解を進めたドイツの歩みを評価する一方、日本に対する批判を浮かび上がらせようとしているようだ。
日本側も近隣島嶼部防衛力の強化へ、国際政治は帝国主義時代へ舞い戻ろうとしているのか
　その同じ紙面のすぐ上の記事には、防衛省が2018年度までに、「水陸両用車」を運用する部隊を長崎県の佐世保基地に配備することを決めたようで、佐世保市長に防衛副大臣からその旨伝えたと報ぜられている。そのための整備を、4月19日には小野寺大臣出席の下で進めるというスピーディな展開になっている。言うまでもなく、尖閣や竹島と言った島嶼部の防衛にあたるのであろうが、当面は中国との軍事的な衝突の危険性が高まるのではないか、と心配せざるを得ない。元外務省出身の作家佐藤優氏が指摘するように、いまや帝国主義の時代に戻ってしまったようで、ロシアの軍事力を背景にしたクリミヤ編入に見られるように、力で持って領土了解が侵されてしまう危険性が出てきている。であるが故に、そうならないように全力を挙げて外交面で努力していく以外にない、と安倍政権は判断し始めたのだろうか。これまた要注意だ。
集団的自衛権論議による政界再編成はありうるのか
　こうした流れの中で、後半国会の大きな論争点になりそうなのが、集団的自衛権の解釈問題である。安倍政権の方は、「安保法制懇」(「安全保障の法的基盤の再構築に関する懇談会」の略称)での報告を受け、与党内での論議を経ながら、閣議決定でもって今までの政府の解釈を変更させ、そのうえで国会での論戦や国会での改正関連法案の提出という方向を目指している。
これに対して、野党側、特に民主党の動きが気になる。野党側のなかで保守系の超党派議員連盟「外交・安保政策研究会」の会長を務める民主党の長島昭久代議士が、同じく日本経済新聞の電子版でのインタビューに答える中で、議連の狙いとして、
　「集団的自衛権の行使を認める『国家安全保障基本法』の提出を視野に入れ、先ずは基本方針をまとめる。議連では『自衛権を行使する際の行動の枠組みを決め、それを法案の形にして(政府・与党)にぶつけよう』と話している。そのアプローチしかない」
過激な保守でもなく信条保守でもない「リアリスト保守」の立場からの提言に注目したい
また、政界再編成と集団的自衛権との関係については、　
　「安倍政権にぐっと近寄っていく勢力でも、共産党や社民党のような勢力でもない。そのどちらにもくみさない『ど真ん中』が浮き上がってくると私は信じている。そういう人材は民主党だけでなく、日本維新の会やみんなの党、結いの党にもいる。そういう勢力を束ねることができればいい。民主党だけの単独政権は出来ないので、野党を糾合しないといけない。(略)」
必ずしも民主党という枠から飛び出そうということは述べてはいないものの、政界の再々編成が必要だ、ということが滲み出ている。時代は帝国主義の時代に舞い戻ったかのような激動期にあるだけに、平和の問題をどのように作り上げていけるのか、「過激な保守でも信条保守でもない、リアリスト保守」の立場からの政策提言を注視していきたい。
黒田日銀の異次元緩和から1年、本田・池尾両教授の評価や如何
　昨年の4月4日、日銀の異次元の金融緩和が公表されてちょうど一年が経過する。政策の転換がどのような結果になったのか、これまた日本経済新聞の『日曜に考える』欄で、本田悦郎内閣官房参与と池尾和人慶応大学教授のお二人が登場し、それぞれが単独のインタビューに応じておられる。なかなか興味深い内容になっており、お二人の見解を検討することが、今の時点での的確な評価に連なっていると見ていいだろう。
　まず、本田氏の発言から検討してみよう。
　異次元の金融緩和策によって、予想通り資産市場には株高や円安という形で効果が素早く出てきたし、予想以上だったのは資産効果が家計の消費意欲をすぐに刺激したことを上げ、人々のインフレ予想の高まりによって実質金利がマイナスになり、円高是正や株高につながったと評価する。
　問題点として指摘した「円安なのに輸出数量は伸びない」ことについては、いろいろな理由を述べつつ「これから徐々に効果が出てくる」というのだが、何時から効果が出るのか頼りない。また、「銀行貸し出しも増えていない」ことに対しては「デフレ下で企業は大量の手元資金をため込んだ。設備投資の需要が出てもそれを取り崩すから、貸し出し需要が本格的に増えるのはまだ先だろう」と、これまたつれない。
　消費税の駆け込み需要はディマンドプルなのですか、内需の中身の分析が不十分では
2%の物価目標の達成については「基本的には物価は非常に良いテンポで上がってきている。(中略)。何らかのショックが無ければ、間違いなく予想インフレ率は近々2%になる。」と自信を持っておられるようだ。また、物価上昇の原因は輸入物価の押し上げではないか、という点について、それは認めつつも「消費は増えた。(家計や企業の負担が増す)コストプッシュ型ではなく(需要が押し上げる)ディマンドプル型の色彩が強まっている証だ。それほど心配していない」とくる。
消費について、税率引き上げ前の駆け込み需要や公共事業による内需が増えていることには触れられていない。この点については、失業率の改善という形で雇用拡大にもつながるわけで、設備投資の盛り上がりにも欠けている点も含めた内需拡大の中身の分析があまりにも不足しているように思える。
上げ潮派(リフレ派)の方たちは、人口減の下でバブル期並みの成長ができると信じているのですか
4月の消費税率引き上げに伴い、予想以上に成長率が鈍りそうなら、追加の金融緩和策を取るべきだと主張され、デフレ下での財政再建はできないのだから、インフレ率が目標の2%に達すれば、実質金利1%とすれば名目金利は3%台に乗せられ、「名目成長率がそれを上回り、必ず税収が上がってくる」ことを強調されている。かりに物価が予定通り2%台になったとして、また安定したとして、実質金利が1%で名目金利3%台で、それを上回る成長率となれば4%台の成長率となる。
かねてより「上げ潮派」の方たちが主張されているように、名目4%台の成長率であれば税収が金利支払い額より高くなり増税は必要ない、ということを主張されていたのだが、本田氏はそうなることを今でも信じておられるのだと思う。名目4%台の成長率のもとで、長期金利が3%台で安定できるのか、金融政策によって抑圧させるのか、そのあたりの疑問はなかなか一致しない点なのだろうか。過去30年近い日本経済の流れを見る限り、名目で4%代の成長率を実現できたのはバブル時代しかない。その時よりも人口オーナスが強まっているわけで、その達成ができるほどのイノベーションが、どこでどのように起きるのだろうか。
円安の進展は主として海外要因、期待への働きかけ効果は時間の経過と共に失われると見ている池尾教授
　一方、池尾教授の説に移ろう。
　最初に、金融政策は限界があるという指摘をしてきたことに対して、
「異次元緩和は期待に働きかけるため最大限の気合いを見せたということだろう。多くの人が『そこまでやるか』と受け止め、円相場や株価にそれなりに影響は出た」「ただし円安が進んだ基本的な背景は、欧州債務危機の一服など海外要因が大きいと思う。(中略)、その流れを一挙に進行させた触媒効果があった」
と見ている。さらに、物価上昇期待が高まれば実質金利下がりデフレから脱却できるのでは、という質問には、黒田総裁は自信満々のスタイルを取り続けているが、期待に働きかける効果は、時間の経過とともに失われているし、短期はともかく中長期の予想インフレ率が上昇している確たる証拠はない、と手厳しい。
これ以上の円安に否定的、金融政策は媚薬効果しかない
また、円安と物価上昇については、円安の物価押し上げ効果が国際競争力の低下や生産の海外移転があり、想定以上に大きかったが、さらなる円安が進まない限りその効果は夏場には一巡してしまうので、2%の物価上昇は厳しいと否定的で、これ以上の円安政策についても日本経済にとってはプラスにはならないと否定されている。
また、追加の金融緩和については、池尾氏は「金融政策には悪く言えば媚薬効果しか残っていない」とされ、それを自信満々で良く効くかのように振る舞っているのが黒田総裁で、異次元緩和という媚薬も財政との絡みで副作用があることをきちんと説明すべきだと批判されている。この点は、金融緩和が事実上の財政ファイナンスになっていることを指摘されているのだが、異次元緩和の出口論について触れる責任があり、特に財政再建のめどが立っているかどうかが決定的に重要だと指摘される。
インフレで名目成長率を高めても、財政収支は悪化こそすれ、改善しない、と明言
デフレからの脱却と財政再建の関係について、次のように批判されているのはまさに同感である。
　「経済成長が問題を軽くすることは事実だが、インフレで名目成長率を高めても財政収支は悪化こそすれ改善することはない。歳出は増えるし金利負担も膨らむ。税財政や社会保障の仕組みを変える努力をしないと進まない」
「ただ、物価が上がりさえすればいいわけではなく、企業の国際競争力の回復や労働生産性の向上が無いと実質賃金の持続的な上昇は難しい」
「時間のかかる話を嫌い、即効性を期待して金融政策や財政政策に頼り続けているようにも映る」
　一刻も早く出口戦略を、財政再建こそ急がれるのだが
はてさて、読者の皆様にはどのようにこの論議の展開を判断されたのか、どうみても「異次元の金融緩和」は副作用が大きすぎて、一刻も早く出口戦略を考えるべき時に来ているように思えてならない。それには、財政をどのように再建していけるのか、それはそれでまことに大きく、かつ深刻な問題が待ち受けている。政治家にとっては、それこそがまさに正念場の話なのだ。　
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